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ポストコロナを考慮した効率的な都市のあり方として，欧米諸国では”15-minute city”の概念が再び注

目され，徒歩で 15 分の範囲に都市機能を集約してウォーカブルで持続可能な都市を目指している．しか

し，その実現によって住民及び行政の負担がどの程度変化するのか，また，ポストコロナにおける都市の

集約方法の一つとして，この概念が我が国の都市集約の手法として適しているのかどうか定量的に分析さ

れていないことが課題として挙げられる．本研究では，千葉市を対象に，都市機能を集約した場合を想定

し，公共施設の除却による運営維持管理コストの削減と住民の公共施設までの移動に費やす移動コストの

推移との関係を分析し，我が国における 15-minute city に基づく都市集約化の有効性を検討することを目

的とする．その結果，15-minute city に基づいた都市の集約化により利用者が著しく減少する施設を除却し

た場合，公共施設の維持管理コストは削減することが可能であるが，住民の移動コストは施設によって減

少する場合と増加する場合があることを明らかにした．

     Key Words: 15-minute city, urban aggregation, population decline, travel cost, administrative man-
agement cost 

1. はじめに 

新型コロナウイルス感染症（以下，COVID-19）の拡

大により，「新たな生活様式」が広がり人々の暮らし方

がこれまでと大きく変化しつつある．実際に感染下では，

人々の移動が減少し，都心部の鉄道駅周辺や公共施設な

どでは大きく人流が減少し，都市活動に影響を与えてい

る．特に，郊外部の公園などでは活動量が増加したこと

から，居住地周辺の施設の活動が大きく増加したことが

明らかとなっている 1)．都市中心部から郊外部へ都市活

動の中心が移行しつつある． 

一方で，これまで我が国の多くの都市では，人口減少

により財源が縮小する中で，これまで拡大してきた市街

地を集約し，よりコンパクトで効率的な市街地に転換す

ることを目指してきた．特に，「コンパクト・プラス・

ネットワーク」のコンセプトに基づく立地適正化計画制

度を創設し，公共交通沿線に都市機能を集約し，高密度

かつ効率的なコンパクトシティの実現を目指しており，

多くの既存研究 2) 3) 4)においてもその実現効果が示されて

いる．しかしながら，依然として多く都市では立地適正

化計画は策定されているが，コンパクトシティの実現に

向けての都市機能の集約が進んでいないことに加えて，

COVID-19 の感染拡大により，多くの人々が都心部の密

な空間を避け，郊外部への移住する傾向が見受けられる

ため，これまで議論されてきた都市中心部を高密度で効

率的な集約方法が，ポストコロナにおいて持続可能な都

市の実現に向けて相応しいものであるのか課題が残る． 

これらの解決策の一つとして，”15-minute city”（ま

たは 15-minute neighborhoods）というコンセプトが注目さ

れている．Moreno5)及びMoreno et al.6)では，都市生活を維

持するための 6つの本質的な都市社会機能（生活，仕事，

商業，医療，教育，娯楽）を効果的に機能させるために
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は，都市を再構築し，近接性，多様性，密度，偏在性な

どの要素を満たす必要があると述べられており，このよ

うな都市のビジョンでは，居住地から歩いて行ける距離

において必要な機会にアクセスできることが最も重要な

目的としている．これまで，”20-minute city”としてコ

ンセプト 7) 8)が形成され，特に欧米諸国の都市では，こ

のコンセプトに基づいて都市計画の考案がなされており，

ウォーカブルかつ脱自動車依存で持続可能な都市を目指

している．学術的にも”15-minute city”のコンセプトに

基づいた定量的な分析が実施されている．例えば，

Weng et al. 9)は，上海市を対象にWalk Score指標を用いて，

各年齢層のニーズを満たす 15 分圏内の近隣地域の重要

性を探ることで，15-minute city のコンセプトが住民の健

康促進に繋がることを示している一方で，年齢や経済的

地位などの属性によっては近隣の都市施設のニーズを満

すことができないことを述べている．Graells-Garrido et al. 
10)は，地理データを用いて，バルセロナにおける出発地-

目的地間の移動と都市のアクセシビリティとの関係を負

の二項地理的加重回帰モデルを用いて空間的に分析して

いる．その結果，人々は 15 分圏内の小売店などのアク

セスが良い地域を訪れる傾向であることを明らかにして

いる．さらには，Balletto et al.11)は，都市居住者に対して，

主要な都市サービスへのアクセスが可能な 15-minute city

のコンセプトの実現を促進するために，放置された都市

施設（特に大規模な建物や複合施設）とその周辺の役割

を空間的に分析し，開発した指標を用いて評価している． 

しかし，15-minute city の実現によって住民及び行政の

負担がそれぞれどの程度か，またポストコロナのコンパ

クトシティの実現方法の一つとして，15-miniute city のコ

ンセプトが我が国のような人口減少下の都市において有

効な集約手法であるのか，住民および行政のそれぞれの

負担の観点から分析されていないことが課題として挙げ

られる． 

そこで，本研究では，人口減少下の都市である千葉県

千葉市を対象とし，15-minute city のコンセプトに基づき，

人口および都市機能を集約した場合を想定し，行政の公

共施設の除却による運営維持管理コストの削減と住民の

公共施設までの移動に費やす移動コストの変化について

分析する．加えて，ポストコロナにおいて 15-minute city

のコンセプトが人口減少下における都市の集約手法とし

て有効であるのかを分析結果から定量的に明らかにする

ことが目的である． 

３. 研究方法 

(1) 研究方法の概要 

まず，対象都市を選定した上で，分析に必要なデータ

（対象都市の人口データ，各種公共施設のデータ，道路

ネットワークデータなど）を収集する．対象都市は，政

令指定都市の中で最も財政状況が悪化しており，将来的

に人口減少が進行する千葉県千葉市を選定する．次に，

人口及び公共施設の集約化に関するシナリオを構築する．

シナリオは，鉄道駅から徒歩 15 分で到達可能な範囲を

居住可能地域と定義し，異なる人口の集約パターンを想

定する．そして，地理情報システムのソフトウェア

ArcGISの Network Analystモジュールを用いて，各シナリ

オにおける居住地メッシュから最寄りの各公共施設への

最短経路移動時間の解析を行い，公共施設利用者の移動

コストを推計する．さらに，公共施設の除却を考慮した

上で，シナリオ別に施設の維持管理コストを推計し，

15-minute city を前提とした人口及び公共施設の集約化の

効果を分析する． 

a) 対象都市の概要

本研究では，人口減少下の都市として，千葉県千葉市

を対象とする．本市の人口は約 97.8万人（2021年 9月現

在），市面積は 271.77 km2である．人口は，これまで増

加の一途であったが，今後は減少傾向であると予測され

ている 12)．また，財政の歳入出は，近年は財政健全化の

効果があり徐々に回復している傾向であるが，将来的な

人口減少による税収入の減少と公共施設の維持管理費の

負担増加によって，財政の維持が厳しい状況である．ま

た，都市内には図-1 に示すように鉄道及びバスの公共

交通ネットワークが形成されている．今後，持続可能な

都市の運営のために，市内の鉄道駅を中心に複数の地域

拠点を設け，その拠点に公共施設などの都市機能や居住

区域を集約させるコンパクトな都市構造の実現を提言し

ている． 

b) 住民の移動コストの推計方法

本研究では，住民の移動コストを「1 施設のあたり，

1 年間に住民が負担する移動コスト」と定義する．住民

は公共施設を利用する際，居住地から最も近い施設を選

択すると仮定し，居住地の各メッシュから施設までの最

鉄道駅（モノレールを含む）
鉄道網（モノレールを含む）
バス網

図-1 千葉市の公共交通ネットワーク 
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短道路距離から移動時間を算出し，時間コスト，利用率，

メッシュ内人口を乗じることで推計する．その推計式を

式(1)に示す． 

1

n

ij ii j
TC tDist P Ur ck


     (1) 

ここで，i：各メッシュ（人口あり），j：最寄り公共

施設（種類別）， ijtDist ：メッシュ i から施設 j までの

最短移動時間， iP ：メッシュ i内の総人口，Ur：施設利

用率（年間利用者数／総人口），ck：時間価値（千葉県

民の１時間所得の平均） 

c)  公共施設維持管理費用の推計方法

対象となる公共施設は，千葉市に現存する生活拠点施

設とし，同じ能力を有する施設でも，管理者が国や民間

企業のものは除外する．市が所有及び維持管理している

施設 13)のみを資産カルテより抽出し，対象公共施設を表

-1 に整理する．本研究では，3 大分類（行政施設，社会

教育施設，集会施設）の合計 101施設を対象とする． 
また，対象の公共施設維持管理費用の推計式を式(2)

に示す．公共施設の維持管理費用は，各施設の床面積に

維持工事費用原単位を乗じることで推計される．維持工

事費用原単位は，和田ら 14)の研究を参考とし，千葉市に

対応するように補正した．公共施設の構造別維持工事費

用原単位を表-2に示す．なお，年間の総維持管理費用は，

各公共施設の費用の合計とする． 

( ) ( )j j
j

MC t FS t CF  (2) 

ここで，MC：公共施設 j の施設維持管理費用，FS：
公共施設 jにおける延床面積，CF：公共施設 jにおける

維持工事費用原単位 

表-1 対象の公共施設

施設大分類 施設数 施設種類 

行政施設 24 
区役所，市民センター， 
連絡所 

社会教育施設 
14 図書館 

47 公民館 

集会施設 16 
コミュニティセンター，

勤労市民プラザ 

表-2 施設構造別工事費用原単位

維持管理工事 
原単位[円/m2] 

除却工事原単位 
[円/m2] 

木造 7,336 20,173

SRC造 16,177 44,487

RC造 12,695 34,913

S造 7,626 20,972

(2) シナリオの設定 

15-minute city のコンセプトに基づきながら，千葉市の

立地適正化計画におけるコンパクト・プラス・ネットワ

ークのコンセプトも考慮する．そこで，本研究では鉄道

路線の沿線に人口を集約することを考慮したシナリオを

設定する．まず，都市内の各鉄道駅から徒歩 15 分圏内

の 500ｍメッシュを居住可能地域と定義する．その居住

可能地域を図-2に示す． 

居住可能地域
撤退地域

図-2 居住可能地域及び撤退地域（メッシュ単位）

単位：人

図-3 集約時の人口分布（集約率 100%） 
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図-4 人口集約率別の施設除却数
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さらに，人口の集約率を設定する．図-2に示す居住可

能地域へ，撤退地域のメッシュから 0%〜100%まで 10%
毎に人口を各メッシュに等しく配分し，居住可能地域内

に人口を集約するシナリオを想定する．徒歩 15 分圏内

の居住可能地域に集約した場合の人口分布を図-3 に示

す． 
また，公共施設は人口集約率に応じて，施設を除却す

ることを想定する．ここで除却の対象となるのは，各施

設の利用者が人口集約前の 50%を下回った場合と定義す

る．この定義に基づいた人口集約率における除却対象施

設数を図-4 に示す．人口集約率が 40%までは除却の対

象となる施設は存在しないが，50%から 100%までは除

却対象施設は増加傾向である．特に，人口集約率 100%
の場合は，最多で 32 件の施設が除却される．各集約率

における居住可能地域及び撤退地域の居住人口と除却さ

れる総公共施設数の一覧を表-3に示す． 

表-3 各集約率における人口及び公共施設数

集約率 0% 10% 20% 30% 40% 

居住可能

地域人口 
429,920 485,136 540,351 595,567 650,782 

撤退地域

人口 
552,156 496,940 441,725 386,509 331,294 

公共施設

総除却数 
0 0 0 0 0 

50% 60% 70% 80% 90% 100% 

705,998 761,214 816,429 871,645 926,860 982,076 

276,078 220,862 165,647 110,431 55,216 0 

24 26 27 29 29 32 

４. 分析結果

(1) 空間的分析

a) 徒歩による到達可能時間の分析

まず，都市内の各鉄道駅から各メッシュまでの徒歩に

よる到達可能時間を算出した．本研究では，千葉市の道

路ネットワークの最短経路距離に基づいて，徒歩による

到達可能時間を算出した．その算出結果を図-5 に示す．

都市内の駅から遠いメッシュほど，徒歩での移動時間が

大きくなる傾向であることがわかる．特に，都市の北西

部へ向かう鉄道路線沿線は鉄道駅が多いため 15 分以内

で到達可能なメッシュが多いが，都市南部においては駅

間が長く，鉄道路線及び駅が少ないため，15 分以内で

到達可能なメッシュが少ないことがわかる．また，北部

及び北東部は鉄道ネットワークが存在しないため，鉄道

駅からの到達可能時間が低い傾向である．北部の場合は

都市外の鉄道駅からの到達可能時間が短くなるが，本研

究では都市内で集約することを想定としているため，都

市外の鉄道駅からの到達可能時間は対象外とする． 

b) 公共施設の空間分布

人口集約率別に居住可能地域から徒歩によって 15 分

で到達可能な各公共施設の空間分布を図-6 から図-9 に

示す．各図は，人口集約率 100%の場合の施設除却後の

空間的分布である．各公共施設ともに利用者数の低下に

より，多数の施設が除却されるが，鉄道駅から 15 分圏

内に公共施設が存在する場合が多いことがわかる．しか

し，都市の南部及び南東部の鉄道駅周辺では 15 分圏内

に施設が存在しないことが明らかとなり，徒歩で利便性

が低下していることがわかる． 

(2) シナリオ別分析 

a) 住民の移動コスト

人口集約率及び各公共施設別に住民の移動コストを推

計し，その結果を図-10に示す． 

行政施設では，集約率が 50%，70%，80%の時点で利

用者減少による施設の除却が行われており，その分移動

コストが増加する結果となった．しかし，90%，100%の

集約率では移動コストが減少しており，集約化の効果を

受けていることが分かった．図書館では，集約率が 50%，

60%，100%の時に利用者減少による施設の除却が行われ

ており，移動コストが増加する結果となった．一方で除

却の行われていない集約率 70%，80%，90%では移動コ

ストが減少しており，15-minute city のコンセプトに基づ

いた人口集約及び公共施設の除却の効果が結果として明

らかになった．公民館では集約率が 50%，80%で利用者

減少による施設の除却が行われており，移動コストが増

加する結果となった．特に，集約率 50%では 14 件の施

設除却が行われたため，移動コストの増加が大きい結果

となったが，その後は移動コストが減少する傾向である．

集会施設は，集約率が 50%，60%，100%のときに利用者

図-5 徒歩による到達可能時間 
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減少による施設の除却が行われており，移動コストが

50%の時に移動コストが増加したが，その後は減少傾向

にある．また，除却されていない集会施設が他の施設に

比べると鉄道駅に近いため，集約率が低い段階から移動

コストが削減されると考えられる． 

b) 公共施設維持管理費用

人口集約率別の公共施設維持管理費用を図-11 に示す．

その結果，人口集約率が高くなるにつれて，集約化が進

むことになるため，除却される公共施設が増加すること

から，公共施設維持管理費用は削減される結果となった．

また，集約率 100%における各公共施設の維持管理費用

削減量は，行政施設で１億 30万円，図書館で 6,593万円，

公民館で 1,139万円，集会施設で 1,263万円となった．ま

た，全体を通しての削減量は集約前の 17%である．この

図-6 行政施設の空間分布（人口集約率 100%） 図-7 図書館の空間分布（人口集約率 100%） 

図-8 公民館の空間分布（人口集約率 100%） 図-9 集会施設の空間分布（人口集約率 100%） 
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図-10 人口集約率別の移動コスト 図-11 人口集約率別の公共施設維持管理費用 
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ことから，15-minute city のコンセプトに基づいて人口の

集約化を行い，利用者の減少した公共施設を除却した場

合においても，行政の公共施設の維持管理費用の負担を

削減することが可能であることが明らかになった． 

５. おわりに

本研究では，人口減少下の都市として千葉市を対象に，

15-minute city のコンセプトに基づいて人口の集約化を行

った際の住民が公共施設利用に費やす移動コストと公共

施設の維持管理費用を推計した．その結果，集約化によ

り利用者が著しく減少する施設を除却した場合，公共施

設へ費やす維持管理費用は削減することが可能であるが，

住民の移動コストは施設によって減少する場合と増加す

る場合があることが明らかになった．集約前と 100%集

約後を比較すると集会施設と公民館では，移動コストの

削減が見られたが，図書館と行政施設では，集約前より

も移動コストが高い結果となった．この結果より，15-

minute city のコンセプトに基づいて人口を集約すること

により，公共施設の削減することは可能であるが，住民

の移動コストが必ずしも削減されるわけではないという

ことが明らかになった． 

結論として，行政が 15-minute cityのコンセプトに基づ

いて都市の集約化を実施するためには，除却対象施設の

機能を考慮し，適切な効果が得られない可能性がある．

今後，基本的な施設を 15 分以内で到達可能とするため

には計画的に都市の集約化を実施する必要があり，15

分圏内に集約させる施設の選定が重要となる． 
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